
奨学金の金利上昇に対する負担軽減と給付型奨学金の拡充を求める意見書 

 

 現在、大学等への進学にあたって、多くの学生が日本学生支援機構の奨学金を利用

しています。奨学金は、経済的な理由によって進学をあきらめることがないよう重要

な役割を果たしています。 

一方で、近年の金利上昇により、日本学生支援機構の第二種奨学金の利率も大きく

上昇しています。返還期間中の金利が変わらない「利率固定方式」において、2022 年

３月の約０．４％から 2026 年３月には約２．４％へと上昇したことが指摘されていま

す。これは、わずか４年間で約６倍となる上昇です。 

奨学金の利率は貸与終了時の利率が適用されるため、これから卒業し返還を開始す

る若者ほど、当初想定していた以上の利子負担を背負うことになります。物価高騰が

続く中、奨学金の返済負担がさらに重くなれば、若者の生活や結婚、子育て、住居取

得などの人生設計にも大きな影響を及ぼしかねません。 

また、現在の奨学金制度は、貸与型が中心であり、卒業後に長期にわたって返済を

続けなければならない学生も少なくありません。教育を受けるために負った借金が、

その後の若者の生活を圧迫することは、少子化対策や若者の生活支援という観点から

も看過できません。 

よって、国においては、若者の学ぶ権利を保障し、奨学金返済による生活への過重

な負担を軽減するため、次の事項を実施するよう強く求めます。 

記 

１．日本学生支援機構の第二種奨学金について、近年の急激な金利上昇によって増加

した利子負担を軽減するため、返還者への支援策を講じること。 

２．第二種奨学金について、金利上昇による返還額の増加を抑制するため、国による

緊急の負担軽減措置を講じること。 

３．給付型奨学金について、所得要件などの対象を拡大し、より多くの学生が利用で

きる制度とすること。 

４．第一種奨学金（無利子貸与型）についても対象を拡大し、経済的理由によって進

学を断念する学生をなくすこと。 

５．奨学金返還者が物価高騰や低賃金などによって返還困難に陥ることのないよう、

返還猶予や減額返還制度などの支援を一層拡充すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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